
第 5３回ズーム三水会報告 
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司会； 小関栄氏 

参加者（敬称略） 斎藤嘉璋 中村範子 波治裕実 丸山茂樹 野崎俊一 小関栄 野口幹

夫 岩垂弘 石塚秀雄 計９名 

 

会の内容： 86 年制定の労働者派遣法の制定後フリータと非正規労働者が増加、正規に比べ

て収入は 7 割弱の新しいアンダークラスと称せられる底辺の階級が生まれた。学校生活や

病気などに厳しい環境になり、結婚ができない厳しい環境だ。 

質疑討議： 新しい階級社会の出現を教えられたとの謝意が多かった。 



世界にはさらにその日の生活にも困窮する人々が存在する。来年 2 月にそのことを取り組

んだ買いについて報告すると丸山様が指摘。 

なお終わりに斎藤様より三水会創始者である岡本好廣の追悼集が発行出来たのでご希望 

の方にはお送りできますとのお話が合った。 

また来年度の三水会予定は 5 月までは出来たさらにテーマ募集を続けるが、1 月から来年度

の三水会を開始しますとの報告があった。 

資料 発表レジメ 次ページ以下に添付 

①  格差拡大と「新しい階級社会」 

②  格差拡大の背景と課題 

録画資料： 前半 https://youtu.be/JC_TQBcjnY8 

後半；https://youtu.be/-by-XCYg1_I 

 

https://youtu.be/JC_TQBcjnY8
https://youtu.be/-by-XCYg1_I
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                        ２０２５年１２月１７日 

＜三水会報告＞                 斎藤嘉璋 

  格差拡大と「新しい階級社会」 

〇 はじめに 

  新自由主義経済と呼ばれるきわめて収奪的な経済がグローバルに広がるなかで、日本

でも急速な格差拡大と新しい下層階級（「アンダークラス」と呼ばれる）が出現し、経済、

社会、政治の在り方に影響をあたえはじめている。そのような格差拡大はインターネット

や AIなどの発展にともない国際的な経済・政治に今までにない流動化（右翼化や排外主

義など）を産んでいる。といった問題意識からの主に次の著書を参考にした報告です。 

① 参考 A 橋本健二 「格差と階級の戦後史」河出新書  ２０２０年１月 

        B  同   「新しい階級社会」講談社現代新書 ２０２５年７月 

        C 河野龍太郎「日本経済の死角」 ちくま新書 ２０２５年７月 

② 資料と用語解説   

＊統計資料 ＝主に 1 章は A橋本本、2章は B 橋本本、3章は C 河野本その他 

  ・SSM調査＝社会学者グループによる社会階層等に関する全国調査。 

＊格差＝「経済（所得）格差」。（男女、学歴、世代、職業などの格差は別記する） 

＊ジニ係数―（富を一人占めが１，全員が平等な場合は０。（係数高い＝格差多い） 

   ＊貧困率＝所得の平均でなく所得の中央値の 2 分の 1 を貧困線（相対的貧困基準）

とし、貧困線以下の比率を貧困率という。 

   ＊４階級図式の階級区分（橋本 A）―資本家階級（資本家・経営者）、新中間階級（管

理職、専門職、男性事務職）、労働者階級、旧中間階級（自営業、農漁民） 

    注―「新しい階級社会」の「アンダークラス」などは２節で解説 

    

１， 格差拡大の動き 

① 戦前・戦後 

 天皇制憲法と旧民法のもと前近代的な 

身分や性による差別、政・官、工・商・ 

農あるいは地主・小作などの格差は大き 

かった。戦争では徴兵や所属階級で差別 

があり、死亡者数も小作や労働者の比重 

が高いなど格差が大きかった。 

 戦後は民主化のもと男女など身分格差 
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だけでなく経済格差は縮小。財閥解体、華族制と財産税（超富裕層に打撃＝斜陽族）。農地

改革（自作農の拡大、都市との格差縮小）、労働運動の復興（職工身分制度撤廃、処遇善な

どが貢献。―占領軍民生局のニューディール派の影響。一方での食糧難や戦争被害者の格

差、「不公平」感の高まり。 

 

② ５０年代 

 

戦後復興の中で企業規模間の格差拡大。経    

済白書「二重構造」を問題視。企業規模の拡 

大にともなう事務部門など非生産部門（ホワ 

イトカラー）の中間層が拡大し、「大衆社会」

論。マルクス経済学の「資本と労働」の２階級

論と論争。 

 臨時雇用・日雇労働者（ニコヨン）が増加し、

50 年代半ばから格差拡大が始まり、６０年代

初めにピーク。 

 

③ ６０年代―高度経済成長期 

労働力不足のもと賃金上昇、企業規模間、農村・都市間などの所得格差は縮小へ。ただ、

労働者階級と資本家階級の個人所得の格差は５０年代に比べ拡大。 

貧困率は、５５年の２０・８％から６５年は１２・１％に大幅に縮小した。 
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④ ７０年代―「１億総中流？」の時代 

総理府の意識調査「上、中の上、中の中、中の下、下」の５区分けでは「中の上・中・下」

あわせて「中」が圧倒的に多くなる。あわせて「中」は７０年８９・５％、７９年には９１・

３％。７２年、出稼ぎ労働のピークで５５万人（「農業だけでは生活苦しい」７０％）。７０

年代はこのような農民層と零細企業労働者を除けば経済的格差は縮小した。 

 

 

⑤ ８０年代―格差の始まり 

規制緩和（民営化など市場中心主義）とバブル経済。８５年の図表にあるように労働者の

大企業・官庁と小零細企業間あるいは労働者と新中間階級との個人年収は１０ポイント程 
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度格差が拡大。８５年から９０年の正規労働者１４５万人増に対し、非正規労働者は２２６ 

万人増。パートなど非正規労働者の比重は２０％。 

 ８６年、労働者派遣法制定、専門職から９９年範囲拡大、０３年製造業にも解禁。派遣労

働者増は低賃金の非正規労働者の増加に。８７年、リクルートは「フリーター」斡旋。 

非正規労働者の数は２０１５年までの２５年間、年平均４４万人平均で増え、９５年に１

０００万人、２０１４年に２０００万人を超えた。８８年の「国民生活白書」が所得と資産

の格差を取り上げ、朝日新聞がはじめて「格差社会」の言葉を使い警鐘。 

 

⑥ ９０年代―政府・財界の政策は格差拡大へ 

バブル崩壊と不況―失われた１０年。９９年に失業率４，７％、有効求人倍率０，３９％

へ。経済格差は労働者階級と資本家階級の２・０４倍（８５年は１・８６倍）など階級間で

拡大した。貧困層は女性高齢者で拡大。 

９５年、日経連「新時代の日本的経営」で終身雇用制の見直し、専門職・技術職は有期雇

用の年俸制、一般職・技能職・営業職はパートや派遣に雇用の見直し提起。９９年、経済戦

略会議「日本再生への道」で「行き過ぎた平等社会」と決別、「自己責任と自助努力」協調。

格差拡大を促進することに。 

 

⑦ ２０００年代―新しい下層階級の出現 

９０年代からの就職氷河期、２００３年大卒就職率最低の５５％。フリーターなど増え２

００８年、非正規労働者は１７６５万人。これまで一桁の比重だった男性非正規労働者は９

８年２１０万人、０８年５６０万人で２，７倍と増えた。うち２５－４４歳男性は９８年４

６万人が０８年１６２万人と３，５倍も増加した。 

主婦のパートや再就職での派遣などでなく初職で非正規の男性が増え続け、それが低所

得者であることは「新しい下層階級の出現」だった。 
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２００５年の経済格差の図表から「非正規労働者」層を区分してあるが、非正規の収入は

正規４０４万円に対し２７３万円と７割弱である。０５年の個人収入は労働者階級が４２

７万円から３７４万円に落ちており、他の階級も農民層以外は９５年に比べ低下している。 

 貧困率は１０年前に比べ全体で４．３％上がって１３，７％となった。非正規と零細企業、

無職が上昇している。経済格差は各階級間や規模間で拡大した 
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⑧ ２０１５年―「アンダークラスの時代」 

 

 ２００８年のリーマンショック後の就職率は高卒で５３％、大卒で７２％と悪化し、フリ

ーター・無職者が増加。「新しい下層階級の出現」、橋本は「アンダークラス」と呼称。 

 

非正規労働者の年度別の数（図表１０－３） 

 １９９２年 ９９２万人   ９７年 １，１３２万人 ０２年 １，４０８万人 

  ０７年 １，５８９万人  １２年 １，７１３万人 １７年 １７，３９万人  

 

 

図表にある９２年の非正規労

働者の６割は有配偶女性＝パー

ト主婦で独身男女は少なかった。 

 

２０１２年には独身女性４０

２万人、独身男性２４６万人と

３倍近く増。 

 

１７年のパート主婦８２６万

人を除く非正規労働者（アンダ

ークラス）は９１３万人。 
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２０１５年の経済格差の図表では４階級とも１０年前にくらべ個人年収は減少。労働者

階級の中の正規は４０４万円から４２３万円に増加しているが、非正規は２７３万円から

２６３万円に減少、格差が拡大。貧困率は全体ではわずかに低下。 

非正規も貧困率が低下しているが高齢者をふくめ独身者が増えているため。 

 

＊「アンダークラス」のプロフィール 

この図表は「５つの階

級のプロフィール」の一

部だが、正規労働者と非

正規労働者を比較できる。 

アンダークラスは９１

３万人で就業人口の１

４・４％。 

 

女性比率は４２・８％、

週労働時間は平均では短

いが、全体の５１％は週

４０時間以上働いている。 

 

平均収入は１８６万円で

正規の約半分。貧困率３

８・７％（女性は４８・

５％）と高い。男性の有

配偶者は２５．７％。女

性では離死別者が４３・

９％。若い未婚者が多い。 

 

アンダーくタスは学校

生活、病気，家族など厳

しい環境にあり、将来に

不安を持っている 
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＊所得格差と生活保護率の推移 

 

表１ ジニ係数でみる所得格差 と生活保護率の推移 

年・ジニ係数 当初所得 再分配所得      年・生保率 生活保護率 

１９５２年 ０．３３２ ０．３０３  １９５３年 ３．９６ 

１９６１ ０．３９０ ０．３４４  １９６０ ２．７２ 

１９６６ ０．３７５ ０．３２８  １９６５ ２．４８ 

１９７１ ０．３５４ ０．３１４  １９７０ ２．２０ 

１９８０ ０．３４９ ０．３１４  １９８０ ２．１１ 

１９８９ ０．４３３ ０．３６４  １９９０ １．５５ 

１９９５ ０．４４１ ０．３６１  １９９５ １．４８ 

２００１ ０．４９８ ０．３８１  ２０００ １．６５ 

２０１０ ０．５５４ ０．３７９  ２０１０ ２．９０ 

２０１６ ０．５５９ ０．３７２  ２０１５ ３．２４ 

 

＊戦後の５年間は格差の縮小した時代。特に農地解放などがあり、農民内と都市住民あるい

は大小企業間での格差が縮小した。５０年代は経済復興に伴い格差は拡大。 

＊６０年代、７０年代の経済成長期は格差は縮小、「一億総中流」と言われる時代に入った。 

 １９８０年を底に格差拡大が始まり、９０年代以降は格差拡大の時代となった。 

   

＊ジニ係数の国際比較（２０１９年） 

 OECD36か国平均 0.317 日本 0.339で１２番目に高い（所得再配分で計算）。 

 ノルウエー、デンマーク 0.26 ドイツ、フランス 0.29  

イギリス 0.36 アメリカ 0,39  チリ、メキシコ 0.46  

・生活保護率（表１） １９５３年が最高で以降は減少、横ばいが続き、２０００年以降 

は増大がつづいている。９０年代の減少は政府の抑制策のため。 

 

＊貧困線、貧困率 

 ・２０１５年の貧困線は４人家族で２４４万円（一人暮らし１２２万円）、これ以下の人

の比重・貧困率は１５，７％。 

 

 ・OECD 諸国の貧困率 平均１１．８％ 

   アメリカ 17.8、 韓国 17.4， 日本 15.7、 イタリア 13,7，英国 11,9 

   ドイツ 10.4，  フランス 8,3， オランダ 8.3， デンマーク 5,8， 
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２，”新しい階級社会“ 

① 新しい下層階級「アンダークラス」 

前節の橋本 A 本では 4 つの階級区分だったが、橋本 B 本は「アンダークラス」を新階

級として区分して図のような「新しい階級社会」構造を提示。 

 

各階級の構成は資本家 250万人・４％、新中間 2051 万人・３２％、正規労働者 1753万

人・２７％、アンダークラス（非正規）890 万人・14％、旧中間 658 万人・１０％、パ

ート主婦 788万人・１２％。以上の就業者以外の失業者・無業者 273万人。 
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＊アンダークラスの特徴 

・アンダークラスの個人年収は 216 万円で正規労働者の半分以下。貧困率も 37.2%で正

規労働者の 5 倍近く高い。（図表 1-3） 

・性別―資本家階級と正規労働者は男性が７７と７８％、アンダークラスは男性３９％、

女性５７％と女性の比率が高い。ノーアンサーが 4.6％も最も多い。 

・年齢―就職氷河期から増え、40 代 33％、50代“２５％。20代１９％、30 代３３％。 

・学歴―中高卒が３７、短大２６、大卒３８％。正規は中高２７，短大 16.5。大卒５６％ 

 

＊結婚できないアンダークラス 

  

各階級の男女別配偶者関係を見

るとアンダークラスは男性で７

５％、女性で６８％と圧倒的に未

婚者がおおい。女性の場合、配偶

者がいるパート主婦はアンダー

クラスでないので除いており、非

正規の女性は未婚が離死別者か

である。 

男性の場合は特に結婚し家庭を

持てない状態と考えられる。 
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＊仕事と満足度 

・アンダークラスの職種で多いのは男性でマニュアル職、女性で事務職。 

・「仕事に対する満足」は正規 17％、アンダー１９％だが「どちらかと言えば満足」は

正規３５％、アンダー３３％なので差はないといえる。 

・「収入に対する満足」は正規１０％、アンダー８％、「どちらかと言えば満足」も正規

２７％、アンダー３０％であり、アンダークラスの不満は大きい。 

 

＊アンダークラスの生い立ち 

・両親の学歴― 両親か片親が大卒

の比重は新中間階級が 60％、資本家

53％、正規労働者 51％，旧中間 

４８％，アンダークラスが４６％。 

 

・図表 3・3は中学 3年生当時のこと

をたずねた調査。アンダークラクラ

スでは「わからない」「不在」などの

回答が多く、不安定な家庭に育った

ことをうかがわせる。 

・中学 3 年生の時は 5 階級で一番成

績が下で、不登校や中退の率は一番

高かった。 
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２、失業者・無職者 

失業者・無職者（59 歳以下で専業主婦以外）は 280 万人で、アンダークラスにもっ

とも近い階層である。 

  完全失業者 男 84 万人 女 41 万人 計 125 万人 （2022 年・「労働力調査」） 

  無職者   男 108 万人 女 47 万人 計 155 万人   

 アンダークラス 失業者・無職者 

性別 男 38，6％ 53，9％ 

   女 56，8％ 39，2％ 

個人年収 216 万円 92 万円 

世帯年収 379 万円 283 万円 

貧困率 37，2％ 67，2％ 

  未婚 69，2％ 71，6％ 

  有配偶 10.1％ 13，6％ 

  離死別 20，8％ 14，8％ 

生活保護経験 3，4％ 10，1％ 

失業者・無職者はアンダークラスと逆に男性の方が多く、最も貧困であり、頼りにする人

が一人もいないが２４％など社会的に孤立している。 

    

２， 格差をめぐる認識など 

格差拡大に関する認識（２０２２年３大都市圏調査）では「以前と比べ貧困層が増えてい

る」と「収入の格差が大きすぎる」は「とて

もそう思う」と「ややそう思う」をあわせ、

68％と 71％。アンダークラスでは 7５％と 7

９％で危機感が強く出ている。 

 

・「貧乏になったのは自己責任」と思う人は

25％。アンダークラスは２２％。 

 

・「努力すればだれでも豊になれる」は３

３％の支持。アンダークラスは２５％ 

 

・「増税してでも福祉の充実を」は「とても」

と「やや」あわせ支持は５５％。アンダーク

ラスは６２％。 
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＊支持政党と政治参加 

図にある 22 年の 3大都市圏調査では維新の会が躍進した時であり用注意。 

アンダークラスでは「支持なし」が 7 割ちかいことと、自民支持が正規労働者より

かなり低く、野党支持では同じくらいが特徴。アンダークラスは政治から遠い、疎

外された存在のようである。 
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三水会報告 格差拡大と新しい「階級社会」 

３，格差拡大の背景と課題 

１） 河野（C 本）の見解 

・河野 C 本は日本経済論であり格差問題を主としていないが重要な指摘がある。 

 

＊生産性は上がり、儲かっても賃金は上がらない 

 

・日本はこの 4 半世紀、生産

性は３割上がったが実質ベア

ゼロ。イノベーションの恩恵

は一部に集中する収奪的経済

になった。 

 

・日本の生産性はアメリカよ

り低いが、ドイツ、フランスよ

り高い。しかし、実質賃金は日

本より生産性が低いフランス

などよりも全く低い。 

 

・1990 年代の金融危機でメイ

ンバンク制が崩れ、企業は自

己資本の蓄積（内部留保）に走

り、賃上げなど人的投資や資

産投資を抑え、需要は減少、日

本経済は低迷した。 

 

 

＊コーポレートガバナンス 

改革で株主利益優先へ 

 

・企業の儲け・利益剰余金は過去 10 年、毎年 27 兆円づつ積み上げられた。1990 年末

130 兆円だった利益剰余金は 2022 年 550兆円、2023 年 600兆円となった。 

・株主優先、短期的利益優先でコストカットのため非正規雇用やアウトソーシングを拡

大した。政府はそれを促進した。 
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＊労働市場改革と非正規雇用 

・非正規雇用は「ダークサイドイノベ

ー ション」といえる「二重労働市場

制」であり、新たな収奪システムだ。 

・長期雇用制の見直し、メンバー型か

らジョブ型への論議には問題あり。 

＊今後への提言 

＊IT デジタル革命、収奪的イノベー

ションを包摂的イノベーションへ 

・IT デジタル革命が仕事の自動化な

どで労働者にメリットは？収奪的イ

ノベーションを包摂的イノベーショ

ンにするべし。実質賃上げを実現、そ

のための労働者の団結。 

 

＊収奪的経済から包摂的経済へ 

 

・労働所得への課税（社会保険料含 

む）が資本所得課税より高くなった 

がそれをかってのように逆転させる 

・人的資本を高める、そのための教 

育訓練と中間的な賃金の仕事の確 

保。中間層が瓦解し社会の分断が広 

がること防ぐ。 

・個人の所有権について、経済資源な

ど勝手な処分を制限する、社会的所

有の検討など。 

 

・経済のデジタル寡頭支配が政治支

配に広がることを防ぐ必要。トラン

プやマスクの例。テクノエリートは

自国民を「デジタル小作人」にする。 

 

＊富の寡頭支配（図 7－1） 

＊参考―朝日新聞の「株主の時代」の河野発言（別紙） 
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２） 橋本（B 本）の見解 

＊歴史的背景 

・資本主義経済はアメリカのフォード・システムが 1929 年の世界恐慌後のニューディ

ール政策のもと「大量生産・大量消費の循環を福祉国家が支えるという成長モデルにな

り、雇用と賃金を守ろうとする労働組合の力もあり安定的に発展してきた。それが 1990

年以降「フレクシーグローバル段階」に入り、資本、労働、情報がフレキシブかつグロ

ーバルに流動するようになり、新自由主義のもと労働者の生活や権利を無視しあらゆる

規制を乗り越え浸透していった。 

・資本主義のもとでは労働が生む剰余価値は資本に搾取されるが、労働力の再生産のた

めの費用は賃金として労働者に保証されるべきだ。しかし、結婚して子供を育てる費用

に足りない賃金しかもらえない「アンダークラス」の発生は未婚化、少子化を促進し社

会の持続的発展を阻害する。アンダークラスは他の階級から低賃金の労働者を引き込む

「ブラックホール」で、この存在は人類社会の危機となる。 

 

＊未来への課題  

 

図表 8・11は「競争の自由を守るよ

りも格差をなくしていく方が大切

だ」への回答。 

 

これをもとに、橋本は「格差と貧困

の縮小が必要」だと考える「『リベラ

ル』と『伝統保守』の支持する政治

システムの実現」に期待を述べてい

る。 

同時に「所得再分配という対症療法

だけでなく、フレクシーグローバル

資本主義の制御が必要」と主張。 

 

 

３） 補足１―急激な超富裕層の拡大 

・富裕者・ミリオネア（資産１００万ドル＝約 1，56 億円）の人は世界で過去最多の

２３４０万人（２０２５年現在、スイスの銀行 UBS報告）。米国７９９万人、日本は３
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９９万人で２位。２０２３年のミリオネア数は米国４割弱、中国１割強で、日本は英、

仏と並び５％の２８３万人。日本は 2年で急激に 1１0 万人も増えている。 

・超富裕層・ビリオネア（10 億ドル以上）は世界で 3,028 人、日本は 42 人。アメリ

カは IT や金融関係が多く、IT や金融は株式関係の情報に近く、儲けのスピードが速い

ため、富の寡占化が一気に進んでいる。 

・世界の富の上位１０％の人が全体の７６％の富を保有、下位の５０％の保有は 2％

に過ぎないという。（仏「世界不平等研究所」） 

・国連の動きー国連では「租税協力に関する枠組み条約」の採択に向けての動きが進

んでいる。「完全に包摂的かつ効果的な国際租税協力」を掲げ、期待されている。 

 

補足２－斎藤の感想 

① 格差拡大の背景にはソ連等の社会主義体制の崩壊とそれを背景にした資本主義国

の左翼勢力、労働運動などの後退があった。日本では国鉄の民営化などで公労協・

総評の解体がすすみ、連合は非正規労働の拡大などに抵抗しえなかった。 

 非正規労働はスキマバイト（スポットワーク）の登録者が 3400万人になり、ト

ラブルが絶えないなど状況は悪化している。昨年施行されたフリーラン法のもと

での請負い仕事の増加とトラブルも看過できない。 

② 橋本 B 本の「アンダークラス」に関する提起は全国民、特に労働組合関係者は無

視できない問題。ただ、正規と非正規の労働者の利害が対立する面が強まろうと

も、資本とその利益を代表する政治と闘わないと問題は解決しない。資本と労働

の階級的対立は資本主義経済の基本であることに変わりはない。 

③ 河野 C本は、デジタル寡頭体制が経済から政治を支配する動きは、国民を分断す

る排外的、独裁的右傾化を促進すると警告。アンダークラスの急速な拡大は未婚

者の増大、家族の消滅にまで至っており、政治の流動化をよんでいる。 

④ IT 産業が中心になり「収奪的イノベーション」のグローバル化がすすみ、格差拡

大の中で排外主義的な右翼政党が急成長している。デジタル寡頭体制のアメリカ

は「アメリカファースト」をうたいながらグローバル化で儲け、それを真似て排

外主義に走る日本の右翼、参政党は「反グローバル」を掲げてドイツやフランス

のラジカルライトと連携を強めようとしている。政策の矛盾などお構いなしに大

衆感情に迎合した非理性的煽動が政治を動かしている。 

⑤ まとめ 

格差拡大、貧困層の拡大のなかでの生協運動。取り組みは不十分。 


